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   小竹町中小企業等人材育成事業補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この告示は、小竹町中小企業等人材育成事業補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し、小竹町補助金等交付規則（平成１３年小竹町規則

第２号）に定めるもののほか必要な事項を定め、小竹町に事業所を有する中

小企業者等に対し、人材育成事業に必要な経費の一部を補助することにより

その実施を促進し、もって中小企業の振興及び発展に寄与することを目的と

する。 

 （定義） 

第２条 この告示において「中小企業者等」とは、次に掲げる者をいう。 

 ⑴ 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する 

  中小企業者 

 ⑵ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条 

  第１項に規定する中小企業団体 

 （補助対象事業） 

第３条 中小企業者等又はその従業員が次の各号のいずれかに該当する研修に

参加するときは、その申請に基づき予算の範囲内において補助金を交付する 

 。 

 ⑴ 独立行政法人中小企業基盤整備機構中小企業大学校直方校が実施する経 

  営や技術に関する研修 

 ⑵ 町長が前号に準ずると認める研修 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、前条に規定する研修を受講した中小企業者等で、かつ 

 次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」

という。）でないこと。 

⑵ 会社の場合にあっては、その役員のうちに暴力団員がいないこと。 

⑶ 暴力団員を自らの業務に従事させ、又は自らの業務の補助者として使用

していないこと。 

⑷ 自らの事業活動について暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員により支配を受けているも

のと認められないこと。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、第３条に定める研修に係る受講料の額とする。ただし
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、同一の研修において、他団体等から受講料の補助等を受ける場合は、当該

補助等相当分を減額する。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする中小企業者等（以下「申請者」という

。）は、あらかじめ小竹町中小企業等人材育成事業補助金交付申請書（様式

第１号）に関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付の可否の決定） 

第７条 町長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、その内

容を審査し、補助金の交付の可否を決定しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは小竹町中小企業

等人材育成事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、不交付を決定

したときは小竹町中小企業等人材育成事業補助金不交付決定通知書（様式第 

 ３号）により、当該申請者に通知しなければならない。 

３ 町長は、第１項の規定により交付決定する場合において必要があるときは 

、補助金の交付について条件を付することができる。 

 （補助金交付申請の取下げ） 

第８条 前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「交

付決定者」という。）は、事情により補助事業を中止する場合においては、

速やかに小竹町中小企業等人材育成事業補助金交付申請取下届（様式第４

号）により町長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による取下げの届出があったときは、前条第１項の規定による

交付決定はなかったものとする。 

 （実績報告） 

第９条 交付決定者は、補助事業終了後、速やかに次に掲げる書類を町長に提

出しなければならない。 

⑴ 小竹町中小企業等人材育成事業補助金実績報告書（様式第５号） 

⑵ 研修終了証書の写し 

⑶ 受講料領収書の写し 

⑷ その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、前条の規定による報告を受けた場合において、補助金の交

付決定の内容に適合するものであるかどうか調査し、適合すると認めたと

きは交付すべき補助金の額を確定し、小竹町中小企業等人材育成事業補助

金額確定通知書（様式第６号）により当該交付決定者に通知しなければな

らない。 
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 （補助金の請求） 

第１１条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた交付決定者は、小

竹町中小企業等人材育成事業補助金交付請求書（様式第７号）を町長に提出

し、補助金の交付を請求するものとする。 

 （補助金の交付） 

第１２条 町長は、前条の規定による補助金交付請求書の提出があったときは

、補助金を交付するものとする。 

 （補助金交付決定の取消し） 

第１３条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき 

 は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 ⑵ 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

 ⑶ その他町長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 前項の規定は、第１０条に定める補助金の額の確定を行った後においても 

 適用する。 

３ 町長は、前２項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、小竹 

 町中小企業等人材育成事業補助金交付決定取消通知書（様式第８号）により 

 当該交付決定者に通知しなければならない。 

 （補助金の返還） 

第１４条 町長は、前条第１項及び第２項の規定により補助金の交付決定を取 

 り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付さ

れているときは小竹町中小企業等人材育成事業補助金返還命令書（様式第９

号）により期限を定めてその返還を命じることができる。 

第１５条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 


